（要請書）

2011年３月16日　

　総務大臣　片山善博　様

全日本自治団体労働組合　　　

中央執行委員長　徳永秀昭　

東北地方太平洋沖地震の救済・復興支援にかかわる要請

３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴う大津波の犠牲になられた方々に、心からの哀悼の意を表するとともに、すべての被災された方々に心からのお見舞いを申し上げます。

　

また、貴職をはじめ政府をあげての被災地域と被災者に対する昼夜を分かたぬ献身的な取り組みに敬意を表します。

　

自治労としても、３月12日に東北地方太平洋沖地震対策本部を設置し、情報を収集するとともに、被災者の救援等のために献身的に奮闘している自治体労働者、公共サービス労働者を全国の組織をあげて支援するため、準備を進めているところです。

　

自治労は、各自治体と連携して被災地支援活動に全力で取り組む決意です。

つきましては、東北地方太平洋沖地震の被災者救援と復旧の重大性・緊急性を踏まえて、以下の点について格段の措置を講じられますよう、要請します。

記

１　東北地方太平洋沖地震の被災地が極めて広域にわたることから、総務省は広域的な調整機能を発揮し、救援・復興支援に必要な態勢を構築すること。

２　被災者の救済・安全確保のため、そして被災地の復旧のために、格段の財政措置を講じること。

３　すみやかに被災地の救援・復旧作業を実施するため、自治体からの人的派遣を支援するとともに、派遣元自治体への財政的援助に関して、格段の措置を講じること。

以上

